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調査の概要
調査❶
【調査名】「パート・アルバイト女性の実態に関する調査」
【調査時期】2020年12月18日～12月21日
【調査方法】インターネットアンケート
【対象者及び回答数】 全国の20～59歳の女性で、パート・アルバイト就業者 55,889人

※調査結果の数値は、総務省「労働力調査（基本集計） 2020年10月分結果」に基づき、パート・アルバイト女性の年代（10歳刻み）別の構成比に合わせてウエイトバック処理を
行っています。なお、図中には、実際に回収したサンプル数を記載しています。

※コロナの影響によって全くシフトに入っていなくても、雇用が継続されている場合は対象者に含みます。自身の新型コロナウイルス罹患やその他自己都合による休業は本調査の「休業」に含まれません。

調査❷
【調査名】「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」
【調査時期】2020年12月18日～12月21日
【調査方法】インターネットアンケート
【対象者及び回答数】 調査❶の回答者のうち、新型コロナウイルス感染拡大の影響でシフトが減少している人 5,150人

※調査結果の数値は、上記の「パート・アルバイト女性の実態に関する調査」で把握したコロナによってシフト減が生じたパート・アルバイト女性の年代（10歳刻み）別の構成比に合わせて
ウエイトバック処理を行っています。なお、図中には、実際に回収したサンプル数を記載しています。

※コロナの影響によって全くシフトに入っていなくても、雇用が継続されている場合は対象者に含みます。自身の新型コロナウイルス罹患やその他自己都合による休業は本調査の「休業」に含まれません。

以降、コロナの影響でシフトが減少しているパート・アルバイト女性のことを「シフト減パート・アルバイト女性」と記します。
なお、ここでいう「シフト」とは、割り当てられている業務量（勤務日数や勤務時間数）のことを指します。
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コロナ禍で急増する女性の「実質的失業」と「支援からの孤立」
調査結果サマリー

コロナで大幅にシフトが減少する「実質的失業者」のパート・アルバイト女性は、推計90.0万人（2020年12月時点）
2020年12月時点で、パート・アルバイト女性の4人に1人がコロナでシフトが減少
シフト減パート・アルバイト女性の4割がコロナ前と比べて5割以上シフト減
「シフト5割以上減」かつ「休業手当なし」の人を「実質的失業者」と定義。2020年12月時点で、パート・アルバイト女性で「実質的失業者」は

90.0万人にのぼると推計される（「実質的失業者」は、一般的に統計上の「休業者」にも「失業者」含まれない）

シフト減パート・アルバイト女性の6割は、自分が「休業手当」や「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」を
受け取れることを知らない
6割近くが「シフト減の場合も休業手当支給の対象」のことを全く知らない
6割が「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」のことを全く知らない

シフト減パート・アルバイト女性の5割以上が「暮らし向きが苦しいと感じること」が増え、6割強が「経済状況を理由に気持ちが落
ち込むこと」が増えている
8割近くで世帯収入が減少（うち4人に1人が世帯収入半減）
6割が、食費の支出を減らしたり、貯蓄を削って生計維持を図っている
コロナ前と比べて、「暮らし向きが苦しいと感じることが増えた（5割以上）」、「将来の家計への不安を感じることが増えた（7割強）」、
「経済状況を理由とした気持ちの落ち込みを感じることが増えた（6割強）」
「金銭的理由で、この先生きていくのが難しいと感じること」が増えている人も2人に1人におよぶ
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国・自治体は、実態に即した支援パッケージの迅速な提供を通じ、
実質的失業者を含め 「社会・行政が寄添い、支える」とのメッセージを発信すべき

求められる対策

コロナ禍で急増する女性の「実質的失業」と「支援からの孤立」
コロナによるシフト減で収入が大幅に減少しているものの休業手当等公的支援が受けることができておらず、
経済的に困窮し、精神的にも厳しい状況に直面しているパート・アルバイト女性が少なくない（推計90万人）

現状の課題

政府広報やメディア等経由で、「非正規労働者やシフトの部分的減少であっても、休業手当や
休業支援金を受け取れる」ことを広く周知する

 コロナ禍を機にパート・アルバイト先からの収入が減少したことで生活が困窮している層
（＝これまでは必ずしも支援を必要としていなかった層）を対象とした相談窓口の設置

実質的失業者の実態を踏まえた経済支援策の検討（応急的な貸付・給付等の拡充・追加実施等）
実質的失業者を含む、休業状態が続く者に対する他職場での就業再開支援（一時的・恒久的）

求められる対策
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コロナ禍で増える「実質的失業者」



5Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

2020年12月時点で、パート・アルバイト女性の4人に1人が、コロナでシフトが減少
シフト減パート・アルバイト女性の4割が、コロナの影響を受ける前と比べて5割以上シフトが減少

パート・アルバイト女性の就労実態

（出所）NRI「パート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

コロナ以前と比べたパート・アルバイト先でのシフトの変化 【パート・アルバイト女性】

（N=55,889）

シフトが減少している人【A】のうち
シフトが5割減の人

40.6%
（全体の10.4%）

10.4%

68.1%

6.2%
増加

変わらない

10割減
（1.1%） 6～9割減（6.1%）

1～2割減

5割減（3.2%）
3～4割減
（4.9%）

コロナの影響を受ける前と比べて
シフトが減少している人【A】
全体の25.7%



6Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

シフト減パート・アルバイト女性の2割しか休業手当を受け取っていない
休業手当の受け取り有無

24.3%

75.7%
受け取っていない

受け取っている

（N=5,150）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

休業手当の受け取り状況 【シフト減パート・アルバイト女性】
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「シフト5割以上減少」かつ「休業手当なし」の人を「実質的失業者」と定義
パート・アルバイト女性で「実質的失業者」は、 2020年12月時点で90.0万人にのぼると推計される

「実質的失業者」の定義と推計人数

－
シフト

不変および増加
（74.3%）

74.3%

パート・アルバイト女性の分類とそれぞれの出現率（推計）

休業手当等支給シフト減少雇用継続

休業手当あり
（25.9%）シフト

5割以上減少
（10.4%）

あり
シフト

5割未満減少
（15.3%）

休業手当なし
（74.1%）

休業手当あり
（23.6%）

休業手当なし
（76.4%）

2.7%

7.7%

3.6%

11.7%

出現率（推計）

（注）「実質的失業者」の出現率に年齢による差がないと仮定し、 20～59
歳のパート・アルバイト女性を対象としたアンケート調査より推計した出現率と全
てのパート・アルバイト女性（総務省「労働力調査（2020年11月）」より
1,163万人）を使用して推計した

パート・アルバイト女性のうち
「5割以上シフトが減少」かつ「休業手当支給なし」

の人を
「実質的失業者」と定義

パート・アルバイト女性で「実質的失業者」
推計 90.0万人（注）

「シフト失業者」
とも言える

（出所）NRI「パート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）と総務省「労働力調査（2020年11月）」を用いてNRI推計
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「実質的失業者」であるパート・アルバイト女性の6割が、世帯年収400万円未満の世帯
コロナの影響を受ける前の世帯年収

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

コロナの影響を受ける前の世帯年収（2019年の世帯年収） 【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】

（N=1,160）

37.5%

21.1%

19.7%

10.9%

5.6%

400～600万未満

200万未満

200～400万未満

800～1000万未満

600～800万未満

1000万円以上

5.2%

コロナ前の世帯年収
400万円未満の世帯

58.6%

（注）「分からない／答えたくない」と回答した人（N=387）を除いて集計

【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】
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シフト減パート・アルバイト女性全体で見ても、5割以上が世帯年収400万円未満の世帯
コロナの影響を受ける前の世帯年収

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

コロナの影響を受ける前の世帯年収（2019年の世帯年収）【シフト減パート・アルバイト女性】

（N=3,859）

30.0%

23.1%
21.8%

13.0%

6.7%
5.6%800～1000万未満

400～600万未満

200万未満

200～400万未満

600～800万未満

1000万円以上

コロナ前の世帯年収
400万円未満の世帯

53.1%

（注）「分からない／答えたくない」と回答した人（N=1,291）を除いて集計
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（N=1,157）

「実質的失業者」であるパート・アルバイト女性の8割以上で世帯収入が減少（うち5割近くが世帯収入半減）
世帯収入（月額）の変化

27.2%

55.2%

16.4% 0.3%

増えた

かなり減った

減った

かなり増えた
変わらない 0.8%

世帯の収入

（N=1,402）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

世帯の収入が減少
82.5%

（注）「分からない／答え
たくない」と回答した
人（N=145）を除
いて集計

8.8%

8.8%

7.8%

14.7%
8.9%

17.6%

14.9%

10.5% 3.3%

10割減

7割減

9割減

8割減

5割減
4割減

4.7%

6割減

3割減

2割減

1割減またはそれ以下

世帯の収入の減少割合 【世帯収入減少の人のみ】

5割以上減少
48.1%

3割以上減少
74.6%

コロナ以前と比べた世帯の収入（月額）の変化 【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】
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「実質的失業者」であるパート・アルバイト女性の7割以上で世帯の貯蓄総額が減少（うち4割以上が貯蓄半減）
世帯の貯蓄総額の変化

世帯の貯蓄総額

30.1%

42.8%

24.3%
0.6% かなり減った

増えた

減った

変わらない
2.2%

かなり増えた

（N=1,354）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

世帯の貯蓄総額が減少
72.9%

コロナ以前と比べた世帯の貯蓄総額の変化 【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】

世帯の貯蓄総額の減少割合 【世帯貯蓄総額減少の人のみ】

7.7%

7.1%

6.7%

5.2%

11.9%

7.1%
13.4%

12.5%

23.2%

10割減

6割減

7割減

5.3%

9割減

8割減

5割減
3割減

4割減

2割減

1割減またはそれ以下

（N=1,110）

5割以上減少
43.8%

3割以上減少
64.3

（注）「分からない／答え
たくない」と回答した
人（N=193）を除
いて集計

【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】
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シフト減パート・アルバイト女性の8割近くで世帯収入が減少（うち4人に1人が世帯収入半減）
世帯収入（月額）の変化

15.5%

60.8%

22.6%
変わらない

かなり減った

減った

1.1%
0.1%

増えたかなり増えた

世帯の収入

（N=4,650）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

世帯の収入が減少
76.3%

（注）「分からない／答え
たくない」と回答した
人（N=500）を除
いて集計

7.9%

9.3%

20.6%

23.7%

19.9%
7割減1.8%

2.4%

10割減

4.3%5.0%
5.1%

9割減
8割減

6割減

5割減

4割減

3割減

2割減

1割減またはそれ以下

世帯の収入の減少割合 【世帯収入減少の人のみ】

（N=3,551）

5割以上減少
26.5%

3割以上減少
56.4%

コロナ以前と比べた世帯の収入（月額）の変化 【シフト減パート・アルバイト女性】
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シフト減パート・アルバイト女性の6割強で世帯の貯蓄総額が減少（うち3割が貯蓄半減）
世帯の貯蓄総額の変化

世帯の貯蓄総額

20.0%

45.9%

31.1%

0.4%
かなり減った

減った

変わらない

2.7%
かなり増えた増えた

（N=4,482）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

世帯の貯蓄総額が減少
65.8%

コロナ以前と比べた世帯の貯蓄総額の変化 【シフト減パート・アルバイト女性】

世帯の貯蓄総額の減少割合 【世帯貯蓄総額減少の人のみ】

8.8%

7.0%

13.6%18.5%

32.4%

8割減
9割減

1割減またはそれ以下

5割減

4.7%
10割減

4.0%

3.4%
4.3% 7割減

3.3%
6割減

4割減

3割減2割減
（N=3,386）

5割以上減少
28.5%

3割以上減少
49.2%

（注）「分からない／答え
たくない」と回答した
人（N=668）を除
いて集計
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コロナによる収入減世帯向け支援策の認知・活用状況
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シフト減パート・アルバイト女性で「シフト減の場合も休業手当支給の対象」であることを知っているのは2割
6割近くが全く知らない

休業手当に関する認知状況

1日単位の休業だけでなく、シフト時間を短縮するような
短時間休業であっても、休業手当を受け取ることができること

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

56.3%

64.1%

21.7%

21.9%

22.0%

14.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

「実質的失業者」
のみ

5,150

1,547

知っている
聞いたことはあったが、詳しいことはよく知らない
知らなかった（今回はじめて知った）

N=

26.4%

35.1%

30.8%

34.5%

42.7%

30.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

1,547「実質的失業者」
のみ

5,150

聞いたことはあったが、詳しいことはよく知らない
知っている

知らなかった（今回はじめて知った）

【参考】パート・アルバイトなど非正規労働者であっても、
休業手当を受け取ることができること

N=

休業手当の支給対象に関する認知状況 【シフト減パート・アルバイト女性】
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シフト減パート・アルバイト女性で「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」を知っているのは1割強
6割が全く知らない

「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」に関する認知状況

休業手当を受け取れない場合、労働者本人から申請することができる
「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」のこと

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

59.2%

62.4%

24.7%

23.3%

16.1%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,547

5,150全体

「実質的失業者」
のみ

聞いたことはあったが、詳しいことはよく知らない
知らなかった（今回はじめて知った）

知っている

N=

「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」に関する認知状況 【シフト減パート・アルバイト女性】
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「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」のことを知っている人でも 9割近くは「申請していない」
「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」の申請状況

86.4%

8.5%

申請していない

申請して、現在審査中
（3.2%）

申請したが、
差し戻された（1.3%）

支援金・給付金を
受け取っている申請したが、不支給決定

通知を受けた（0.5%）

（N=1,428）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

【シフト減パート・アルバイト女性（休業手当なし）のうち、「休業支援金」を知っている女性】

「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」の申請・受給状況
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「休業支援金」を知っているのに申請していない理由は「自分が対象になるのか分からなかった」が7割近い
「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」を申請しない理由

66.5

23.7

13.8

13.7

8.9

8.2

4.3

8.4

0 10 20 30 40 50 60 70
（％）

自分が申請対象になるのか分からなかった

申請方法が分からなかった

申請に必要な要件を満たせなかった／必要書類を準備できなかった

勤め先に申請したことを知られることに心理的抵抗があった

準備・申請する時間がなかった／面倒であった

勤め先に申請することを反対された／申請に協力してくれなかった

申請・利用すること自体に心理的抵抗があった

その他

（N=1,235）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」を知っているのに、これまで申請していないのは何故ですか。【複数回答】
【シフト減パート・アルバイト女性（休業手当なし）のうち、「休業支援金」を知っているのに申請していない女性】
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コロナによる収入減世帯向け支援策のうち要申請のものについて
シフト減パート・アルバイト女性の5割以上が「知らなかった」

各種支援策に関する認知・利用状況

コロナによる収入減世帯を対象とした各種支援策の認知・利用状況 【シフト減パート・アルバイト女性】

75.6%

80.6%

58.3%

59.1%

63.0%

71.1%

48.2%

49.2%

39.6%

21.9%

17.7%

33.9%

37.7%

34.9%

27.7%

50.1%

28.9%

29.6%

21.9%

30.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5,150

生活福祉資金の特例貸付（緊急小口資金）

7.7%

生活福祉資金の特例貸付（総合支援資金）

各種保険料・年金保険料の減免

3.2%

438

国税・地方税納付の猶予

1.7%

2.5%

1.2%

2,761

住居確保給付金（家賃）

1.7%

5,150

生活保護の受給

子育て世帯への臨時特別給付金

5,150

ひとり親世帯への臨時特別給付金

5,150

5,150

5,150

5,150

電気・ガス・電話料金、NHK受信料等の支払猶予
2.1%

知らなかった 知っているが、利用はしていない 知っており、利用している

N=

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

（子ありのみ）

（一人親世帯のみ）
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「実質的失業者」であっても2人に1人以上が
コロナによる収入減世帯向け支援策（要申請のもの）を「知らなかった」

各種支援策に関する認知・利用状況

コロナによる収入減世帯を対象とした各種支援策の認知・利用状況 【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】

74.4%

79.5%

58.9%

61.8%

63.8%

70.6%

48.6%

49.0%

38.1%

22.0%

18.2%

31.0%

33.8%

33.0%

28.3%

49.4%

28.7%

34.7%

22.3%

27.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10.1%

1.1%

ひとり親世帯への臨時特別給付金

生活福祉資金の特例貸付（緊急小口資金）

2.3%

151

各種保険料・年金保険料の減免

4.5%

子育て世帯への臨時特別給付金

国税・地方税納付の猶予

3.1%

生活福祉資金の特例貸付（総合支援資金）

電気・ガス・電話料金、NHK受信料等の支払猶予

1,547

住居確保給付金（家賃）

739
2.0%

3.6%

生活保護の受給

1,547

1,547

1,547

1,547

1,547

1,547

知らなかった 知っているが、利用はしていない 知っており、利用している

N=

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

（子ありのみ）

（一人親世帯のみ）

【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】
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シフト減パート・アルバイト女性で生活保護を知っているのに利用しない主な理由は、
「自分が対象になるか分からなかった（4割）」、「利用に心理的抵抗があった（3割）」

生活保護を利用していない理由

36.2

27.7

22.9

7.2

7.1

14.5

37.6

29.7

21.5

8.3

8.6

11.2

0 10 20 30 40

相談・申請する時間がなかった／面倒であった

申請に必要な要件を満たせなかった

（％）
自分が申請対象になるのか分からなかった

そのような支援を申請・利用することに心理的抵抗があった

相談方法や申請方法が分からなかった

その他

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

生活保護を知っているにもかかわらず利用していない理由 【複数回答】
【シフト減パート・アルバイト女性で生活保護を知っている人】

全体（N=2,578）
「実質的失業者」のみ（N=758）
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コロナ以前の世帯年収が200～400万円未満の「実質的失業者」の生活保護を利用しない理由で最も多かったのは
「自分が対象になるのか分からなかった」。コロナ以前の世帯年収が200万円未満の場合、「利用に心理的抵抗があった」が最多

生活保護を利用していない理由

28.0

41.5

8.0

10.0

20.6

7.5

38.7

31.9

10.6

7.7

21.8

9.3

0 10 20 30 40 50

相談・申請する時間がなかった／面倒であった

相談方法や申請方法が分からなかった

（％）

その他

自分が申請対象になるのか分からなかった

申請に必要な要件を満たせなかった

そのような支援を申請・利用することに心理的抵抗があった

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

生活保護を知っているにもかかわらず利用していない理由 【複数回答】（2019年世帯年収別、400万円未満のみ）
【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】

200万円未満（N=211）
200～400万未満（N=148）

2019年の世帯年収

【シフト減パート・アルバイト女性のうち「実質的失業者」】
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コロナによるシフト減が家計や暮らし向きの意識にもたらした影響



24Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

シフト減パート・アルバイト女性の6割が、食費の支出を減らしたり貯蓄を削って生活維持を図っている
「実質的失業者」では、支出や貯蓄を削っている人の割合がより高い

家計への影響

62.0

43.2

8.0

66.0

55.5

69.2

50.9

10.8

69.9

64.1

0 10 20 30 40 50 60 70

貯蓄に回す金額を減らした

住宅ローンや家賃の支出を減らした

（%）

貯蓄を取り崩した

食費の支出を減らした

水道光熱費や通信費の支出を減らした

（注）「あてはまる」と「ややあてはまる」の合計
（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

【シフト減パート・アルバイト女性のうちパート・アルバイト先の収入が減少した人】

パート・アルバイト先からの収入が減ったことによる家計への影響

全体（N=4,425）
「実質的失業者」のみ（N=1,377）

16.4
20.6

0 10 20 30
（%）

子どもの教育費の支出を減らした 全体（N=1,730）
「実質的失業者」のみ（N=477）

【シフト減パート・アルバイト女性のうち
パート・アルバイト先の収入が減少した人（子どもあり）】
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5割以上で「暮らし向きが苦しいと感じること」、7割強で「将来の家計への不安を感じること」が増えている
コロナ以前と比べた気持ちの変化

コロナ以前と比べて、「暮らし向きが苦しいと感じること」の増減

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

53.8%

61.8%

44.7%

36.5%

1.5%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

「実質的失業者」
のみ

5,150

1,547

増えた 変わらない 減った

N=

75.1%

78.0%

23.6%

20.4%

1.2%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,547

全体

「実質的失業者」
のみ

5,150

増えた 変わらない 減った

コロナ以前と比べて、「将来の家計への不安を感じること」の増減

N=

【シフト減パート・アルバイト女性】【シフト減パート・アルバイト女性】
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6割強で「経済状況を理由とした気持ちの落ち込みを感じること」が増えている
「金銭的理由で、この先生きていくのが難しいと感じること」が増えている人も2人に1人におよぶ

コロナ以前と比べた気持ちの変化

コロナ以前と比べて、「経済状況を理由とした気持ちの落ち込みを
感じること」の増減

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

65.1%

70.6%

33.7%

28.3%

1.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,547「実質的失業者」
のみ

5,150全体

増えた 減った変わらない

N=

55.2%

62.8%

43.5%

35.7%

1.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,547「実質的失業者」
のみ

全体 5,150

増えた 減った変わらない

コロナ以前と比べて、「金銭的な理由で、この先生きていくのが難しい
と感じること」の増減

N=

【シフト減パート・アルバイト女性】【シフト減パート・アルバイト女性】
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コロナによるシフト減が結婚や子育てへの意識にもたらした影響
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シフト減パート・アルバイト女性で配偶者のいない20代・30代のおよそ2人に1人近くが、
「今の経済状況では、結婚することが難しいと感じること」がコロナ前より増えた

コロナ以前と比べた気持ちの変化

47.2%
49.9%

コロナ以前より
増えた

コロナ以前より
減った

コロナ以前と
変わらない

2.9%

「現在の経済状況だと、結婚することが難しいと感じること」の増減 【シフト減パート・アルバイト女性（配偶者なしの20代・30代）】

（N=1,231）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

44.6%

50.9%

51.7%

47.4%

3.7%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代

30歳代

567

664

コロナ以前より
増えた

コロナ以前より
減った

コロナ以前と
変わらない

N=
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シフト減パート・アルバイト女性で20代・30代のおよそ2人に1人で、「今の経済状況では、希望する人数の子どもを持
つことが難しいと感じること」がコロナ前より増えた

コロナ以前と比べた気持ちの変化

48.8%
49.4%

コロナ以前より
増えたコロナ以前と

変わらない

1.8%

コロナ以前より
減った

「現在の経済状況だと、希望する人数の子どもを持つことが難しいと感じること」の増減 【シフト減パート・アルバイト女性（20代・30代）】

（N=2,266）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

49.9%

47.7%

47.9%

50.8%
2.2%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳代

20歳代 824

1,442

N=

53.7%

48.1%

47.6%

43.4%

50.2%

50.8%
1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

359

676

既婚・子なし
3.0%

既婚・子あり

1,122未婚・子なし
1.6%

コロナ以前より
増えた

コロナ以前と
変わらない

コロナ以前より
減った

N=
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今後求められる対策
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6割が「国や自治体による積極的な広報」や「説明や申請方法が分かりやすくなること」が必要と回答
「申請せずとも条件を満たす世帯に支援が提供されること」が必要だとする人も5割近くにのぼる

支援制度の利用促進に求められること

60.9
60.7

54.9
46.2

44.4
40.6

39.5
39.4

34.5
31.1

4.1
0.6

0 10 20 30 40 50 60 70

制度や申請方法などに関する説明が分かりやすいこと
国や自治体が、利用できる支援制度があることについてもっと積極的に広報すること

（％）

申請しなくても、条件を満たす人や世帯に対して適する支援が提供されるようになること
申請方法がより簡単になること（申請方法の簡略化）

申請するかどうかは別として、気軽に相談できる窓口やサービスがあること
自ら探さなくても、条件を満たす人や世帯に対し、適切な支援の提案や詳細情報が提供されるようになること

申請や審査に時間がかからず、早く支援を受けることができるようになること
申請できる人の範囲がより広がること（申請要件の緩和）

必要だと思うことはない

シフト調整をする勤め先が、支援を受けられるよう助言や協力をしてくれること
申請の可否や具体的な申請方法について相談できる窓口やサービスがあること

その他 （N=5,150）
（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

コロナで収入減の人を対象とした国や自治体の支援制度の利用促進につながる対策 【複数回答】

【シフト減パート・アルバイト女性】
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最も有効だと思うことで見ると、「申請せずとも収入減世帯に支援が提供されること」と「国や自治体による積極的な広報」を
挙げた人が多い（それぞれ2割）

支援制度の利用促進に求められること

22.4
20.1

11.2
9.6

8.6
6.9

5.8
4.6
4.3
4.1

2.1
0.3

0 10 20 30

申請しなくても、条件を満たす人や世帯に対して適する支援が提供されるようになること

制度や申請方法などに関する説明が分かりやすいこと

（％）

必要だと思うことはない

国や自治体が、利用できる支援制度があることについてもっと積極的に広報すること

シフト調整をする勤め先が、支援を受けられるよう助言や協力をしてくれること

自ら探さなくても、条件を満たす人や世帯に対し、適切な支援の提案や詳細情報が提供されるようになること

その他

申請するかどうかは別として、気軽に相談できる窓口やサービスがあること
申請方法がより簡単になること（申請方法の簡略化）

申請できる人の範囲がより広がること（申請要件の緩和）
申請や審査に時間がかからず、早く支援を受けることができるようになること

申請の可否や具体的な申請方法について相談できる窓口やサービスがあること
（N=5,150）

（出所）NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020年12月）

コロナで収入減の人を対象とした国や自治体の支援制度の利用促進につながる対策 【最も有効だと思うこと】

【シフト減パート・アルバイト女性】
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コロナで休業・シフト減のパート・アルバイト女性の2人に1人が、「新しい仕事を探したい」
うち8割は「今と異なる仕事でもよい」

休業中のパート・アルバイト女性の今後の就労意向

今後の就労についての意向
【休業中のパート・アルバイト女性（休業手当有無別）】

44.4%

58.2%

38.2%

17.8%

14.7%

19.2%

17.3%

12.4%

19.5%

20.5%

14.7%

23.0%

0% 25% 50% 75% 100%

（休業手当
受け取りなし）

（休業手当
受け取りあり）

全体 572

177

395

現在の仕事を続けたい
新しい仕事を探したいと思ってはいるが、当面現在の仕事を続けると思う
新しい仕事を探したいと思っており、まだ探してはいないが今後探していきたいと思っている
新しい仕事を探したいと思っており、実際に探している

N=

転職希望者が希望する職種
【転職を希望する休業中のパート・アルバイト女性（休業手当有無別）】

9.1%

9.5%

9.0%

10.4%

9.5%

10.7%

27.4%

21.6%

29.1%

20.1%

24.3%

18.9%

33.0%

35.1%

32.4%

0% 25% 50% 75% 100%

全体

（休業手当
受け取りあり）

（休業手当
受け取りなし） 244

318

74

どちらでもよい
できれば現在の職種と同じ職種の仕事がよいが、異なる職種の仕事でもよい

現在の職種と同じ職種の仕事がよい
分からない

現在の職種と異なる職種の仕事がよい

N=

（出所）NRI「コロナによる休業者の実態と今後の意向に関する調査」（2020年10月）※調査概要は参考資料にて説明

61.8%

41.8%

55.6%

80.3%

81.1%

80.5%
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パート・アルバイト女性の「実質的失業者」を加味すると、実質的な失業率は5.2%にのぼる
実質的な失業率の推計

NRI推計

労働力調査における「完
全失業者数（原数
値）」を用いて推計

完全失業者数＋実質的失業者数
実質的な失業率
（女性）（女性） 完全失業者数

（女性）
実質的失業者数
（パート・アルバイト

女性）
【NRI推計】 【労働力調査2020年11月

分結果（原数値）】 【NRI推計】 【NRI推計】

162万人 72万人 90万人 5.2%

労働力調査

2020年11月分結果
（原数値）

完全失業者数
（女性）

完全失業率
（女性）

【参考】
完全失業率
（男性）

72万人 2.3% 3.2%

（出所）総務省「労働力調査（基本集計） 2020年11月分結果」を用いてNRI推計

「実質的失業者」を加味して推計した実質的な失業率

【参考】
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コロナ禍で急増する女性の「実質的失業」と「支援からの孤立」
調査結果サマリー（再掲）

コロナで大幅にシフトが減少する「実質的失業者」のパート・アルバイト女性は、推計90.0万人（2020年12月時点）
2020年12月時点で、パート・アルバイト女性の4人に1人がコロナでシフトが減少
シフト減パート・アルバイト女性の4割がコロナ前と比べて5割以上シフト減
「シフト5割以上減」かつ「休業手当なし」の人を「実質的失業者」と定義。2020年12月時点で、パート・アルバイト女性で「実質的失業者」は

90.0万人にのぼると推計される（「実質的失業者」は、一般的に統計上の「休業者」にも「失業者」含まれない）

シフト減パート・アルバイト女性の6割は、自分が「休業手当」や「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」を
受け取れることを知らない
6割近くが「シフト減の場合も休業手当支給の対象」のことを全く知らない
6割が「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」のことを全く知らない

シフト減パート・アルバイト女性の5割以上が「暮らし向きが苦しいと感じること」が増え、6割強が「経済状況を理由に気持ちが落
ち込むこと」が増えている
8割近くで世帯収入が減少（うち4人に1人が世帯収入半減）
6割が、食費の支出を減らしたり、貯蓄を削って生計維持を図っている
コロナ前と比べて、「暮らし向きが苦しいと感じることが増えた（5割以上）」、「将来の家計への不安を感じることが増えた（7割強）」、
「経済状況を理由とした気持ちの落ち込みを感じることが増えた（6割強）」
「金銭的理由で、この先生きていくのが難しいと感じること」が増えている人も2人に1人におよぶ
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国・自治体は、実態に即した支援パッケージの迅速な提供を通じ、
実質的失業者を含め 「社会・行政が寄添い、支える」とのメッセージを発信すべき

求められる対策（再掲）

コロナ禍で急増する女性の「実質的失業」と「支援からの孤立」
コロナによるシフト減で収入が大幅に減少しているものの休業手当等公的支援が受けることができておらず、
経済的に困窮し、精神的にも厳しい状況に直面しているパート・アルバイト女性が少なくない（推計90万人）

現状の課題

政府広報やメディア等経由で、「非正規労働者やシフトの部分的減少であっても、休業手当や
休業支援金を受け取れる」ことを広く周知する

 コロナ禍を機にパート・アルバイト先からの収入が減少したことで生活が困窮している層
（＝これまでは必ずしも支援を必要としていなかった層）を対象とした相談窓口の設置

実質的失業者の実態を踏まえた経済支援策の検討（応急的な貸付・給付等の拡充・追加実施等）
実質的失業者を含む、休業状態が続く者に対する他職場での就業再開支援（一時的・恒久的）

求められる対策
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参考資料
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「コロナによる休業者の実態と今後の意向に関する調査」の概要
P33掲載調査結果の調査概要

調査時期：2020年10月20日～10月21日
調査方法：インターネットアンケート
対象者及び回答数：新型コロナウイルス感染拡大に関連した雇用先の雇用調整により現在休業中の労働者 計2,163人

属性別（性別、年代別）の傾向を把握するため、下記のような割り付け回収を行った。

注意事項：
 本調査では、新型コロナウイルスの影響を受けた企業が、従業員を解雇せずに余剰雇用を調整するため、従業員に対して指示している休
業・シフト減（自宅待機を含む）、勤務代替としての教育訓練実施を総称して、「新型コロナウイルス感染拡大による雇用調整」と呼んで
いる。本調査の対象者は、「新型コロナウイルス感染拡大による雇用調整」による休業者であり、自身の新型コロナウイルス罹患やその他
自己都合による休業者は含まれない。

 本調査で定義した休業者について、その実数や性年代別構成比は不明のため、ウエイトバック集計等は実施していない。本資料内で
「回答者全体」と書かれた結果については、各対象者の回答を単純合算した結果であることに注意されたい。

 グラフに記載した構成比は、小数点以下第2位を四捨五入して表記しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

区分
正社員の男性 正社員の女性 契約・派遣社員

の女性 パート・アルバイトの女性

20代・30代
（20～39歳）

40代・50代
（40～59歳）

20代・30代
（20～39歳）

40代・50代
（40～59歳）

20代～50代
（20～59歳）

20代・30代
（20～39歳）

40代・50代
（40～59歳）

回答数 309 309 309 309 309 309 309
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関連する主な過去の調査研究発表

ニュースリリース（2020年12月29日）
コロナによりシフト減少中のパート・アルバイト女性の6割近くが「短時間休業でも休業手当を受け取れること」を知らないと回答
〜6割が「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」を知らないと回答
https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2020/cc/1229_1

第299回メディアフォーラム（2020年12月10日）
新型コロナで休業中のパート・アルバイト女性は、7割が休業手当の受け取りなし
～休業中の正社員は半数近くが休業手当よりも就業再開を希望～
https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2020/cc/mediaforum/forum299
（当日資料は、上記ページよりダウンロード可。以下も同じ）

ニュースリリース（2020年11月18日）
コロナにより休業中の正社員は、半数近くが休業手当よりも就業再開を希望
〜休業中のパート・アルバイト女性の7割が休業手当の受け取りなし〜
https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2020/cc/1118_2

第295回メディアフォーラム（2020年9月8日）
アフターコロナの働き方改革と女性活躍推進に向けて～在宅勤務経験者とマネジャーの意識の変化からの展望～
https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2020/cc/mediaforum/forum295

https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2020/cc/1229_1
https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2020/cc/mediaforum/forum299
https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2020/cc/1118_2
https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2020/cc/mediaforum/forum295
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